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Robert Bosch GmbHとの北米ブレーキ事業に関する譲渡契約締結について 

曙ブレーキ工業株式会社(代表取締役社長:信元久隆 本店:東京都中央区 本社:埼

玉県羽生市)は、Robert Bosch GmbH（独国シュトゥットガルト市、以下、独ボッ

シュ）と同社の北米事業会社である Robert Bosch LLC（米国ミシガン州、以下、

北米ボッシュ）のブレーキ事業の一部を当社米国法人である Akebono Corporation 

(North America)を通じて譲受けることで基本合意に至り、事業譲渡（資産買収）契

約を締結いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１．譲受けの理由 

当社北米事業につきましては、2005 年より経営環境の激変に対処するために事業

の再構築を推し進め、昨年 8 月末には生産拠点の集約化による 2 工場化を完了さ

せるなど、諸施策を実行してまいりました。しかしながら、世界同時不況による自

動車販売の大幅な減少、それによる生産能力の過剰、コスト競争の激化などにより、

経営環境はかつてない厳しい状況が続いており、今後の事業の拡大のためには、売

上の大幅な増加を実現せしめる施策の実行及びさらなる事業再構築が必要となっ

ておりました。同様に、北米ボッシュにおきましてもブレーキ事業の再構築を推し

進めております。こうした状況下、北米ボッシュのブレーキ事業の一部を当社が譲

受けることにより、北米地域全体におけるブレーキ過剰生産能力の適正化が推進可

能となり、加えて、ブレーキ専業メーカーとして長年培ってきた当社のノウハウを

活用することにより、競争力を一段と強化することが可能になります。同時に、商

権を譲受けることによる売上の大幅な増加が見込め、当社北米事業の売上、利益

共々に大きな飛躍を実現させるものであります。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

２．譲受け対象事業の概要 

(1) 譲受け対象事業の内容 

独ボッシュ グループの北米事業会社である北米ボッシュのファウンデーシ

ョンブレーキ、ディスクローター、ブレーキドラム、コーナーモジュール事

業の製造並びに販売等に関する事業、商権。 

但し、売掛金、買掛金は引き継がない。 

（注）ファウンデーションブレーキはブレーキ構成部品の内、作動系部

品を除いたブレーキの制動にかかわる基本的な部品（ディスクブレーキ、

ドラムブレーキ、パーキングブレーキ）を指します。コーナーモジュー

ルはファウンデーションブレーキ、ハブベアリング、ナックル等の足回

り部品を予め組み立てた製品を指します。 

生産拠点：Clarksville 工場（テネシー州）および Columbia 工場（サウスカロ

ライナ州）の 2 拠点。および他生産拠点の製造設備（当社米国法

人の既存生産拠点に移管する）。 

(2) 譲受け対象事業の経営成績 

2009 年 12 月期売上高予測 ：約 580 百万米ドル 

(3) 取得金額および決済方法 

取得金額：10 百万米ドル 

但し、最終的な金額は譲受け時の資産等の状況を踏まえた調整後に確定。 

決済方法：現金決済の予定 

(4) 譲受け会社の設立 

譲受け会社として当社米国法人である Akebono Corporation (North America)

が 100％出資する「ABMA, LLC」を設立いたしました。 

ABMA, LLC の概要 

名 称 ： ABMA, LLC 

所在地 ： 310 Ring Road, Elizabethtown, Kentucky 42701 

代表者 ： 柏木 剛 

資本金 ： １米ドル（後日、増資予定） 

設立日 ： 2009 年 9 月 22 日 

 



 

 

 

 

 

 

３．相手先の概要 

名 称 ：Robert Bosch LLC 

所在地 ：38000 Hills Tech Drive, Farmington Hills, Michigan 48331 

代表者 ：Peter J. Marks（Chairman, President and CEO） 

事業内容：自動車機器、産業機器、消費財・建築関係 の開発・製造・販売・

サービス 

売上高 ：86 億米ドル（2008 事業年度） 

北米ボッシュは当社の発行済み株式総数のうち 11.34％を所有する株主です

（2009 年 3 月 31 日現在）。また、2008 事業年度の当社米国法人との取引

額は約 40 億円です。なお、役員の派遣等の人的な関係はありません。 

 

４．日 程 

2009 年  9 月 23 日       事業譲渡契約締結  

 2009 年 11 月～12 月末        譲受け完了予定 

 

５．今後の見通し 

譲受け対象事業の資産、譲受けによる当社業績への影響等につきましては、詳細が

判明次第お知らせいたします。 

以上 

 

 

 

 

 


